
平成 1 4 年度の調査結果から   
道営住宅入居高齢者調査  

◆回答高齢者世帯の 14.5％に要介護認定を受けた

高齢者が同居しています。要介護 1 の方が最も多

いですが、要介護 5 の方も入居しています。 

◆要介護高齢者の居る世帯の多くは高齢者のみの

家族構成であり、介護保険の在宅サービスなどと

連携した生活支援方策が必要であるといえます。   

福祉施設併設公営住宅団地調査  
◆近年、デイサービスセンター等の福祉施設を合築・

隣接した公営住宅団地が整備されています。 
◆併設のねらいとして、地域の生活福祉拠点の形成

や、高齢入居者の居住継続ニーズの対応、緊急時

の迅速な対応などが挙げられています。 
◆併設する福祉施設からは団地や地域に対し、介護

や福祉、コミュニティの形成や促進、団地環境の

整備などに関する活動が行われ、合築や連絡通路

等が設置されるなど、一体的に整備された団地を

中心に併設の効果が認識されています。 

  

 

 

 

                      

                      

                      

                      

                      

                    

 

 

 

 

 
           

 

 

  
               

要介護認定者同居状況           要介護者の同居する世帯構成 

 

 

 

 

 

 
              

団地計画当初の福祉施設併設のねらい     併設福祉施設のサービス提供実態 

 

 

 

 

 

   

   公共住宅における高齢者福祉サービスの連携に関する研究 

              

                担当部科   住生活科、都市生活科 

 
研究の目的 現在、本格的な高齢化社会を迎え、公営住宅においてもソフト、ハード両面の方策が求められていま

す。本研究は、高齢者が要介護状態になっても安心して住み続けることのできる安定居住の実現と地域の福祉サービ

ス供給の効率化を視点として、福祉施設の併設による公営住宅団地の整備方策について検討することを目的としてい

ます。 

Ｈ14年度調査研究 Ｈ15年度調査研究

『道営住宅入居高齢者アンケート調査』

『福祉施設を併設する

公営住宅団地整備 
ガイドブック』 

の作成 

『道内の福祉施設を併設する公営住宅
団地の併設実態アンケート調査』

『福祉施設を併設する公営住宅団地

先進事例調査』 

効率的・実効的な福祉施設の併設方策、

及び福祉サービスの連携方策の検討
 

『道内の福祉施設併設公営住宅団地
の実態調査』 

公営住宅入居高齢者の生活実態把握

福祉施設を併設する公住団地実態を把握
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＜コミュニティに関する活動＞ 

・シルバーハウジング･団地自治会交流会 

・世代間交流を目的とした行事の開催 

・盆踊り大会、お祭りの開催 

・団地自治会共催の趣味･クラブ運営  

＜介護・福祉に関するサービス提供＞ 

・緊急通報システムの緊急協力員 

・健康作りなどを目的とした行事の開催 

・施設職員(保健婦)による健康相談 

・介護者教室の開催  

＜団地環境の整備･管理＞ 

・花壇の手入れなどの環境整備  
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地域の生活福祉拠点の形成、地域の
福祉サービスの充実

施設の福祉サービス提供等による高

齢入居者の居住継続ニーズへの対応

入居者の緊急時における施設による迅

速な対応

団地住戸に対する在宅介護福祉サー

ビスの充実、質の向上

住宅マスタープランなど公営住宅施策
の実現

福祉施設による茶話会など入居者の
交流機会の創出

併設福祉施設による入居者状況など

の情報提供

今後の取り組み  高齢者福祉サービスとの連携を視点とした福祉施設の併設方策について検討を行います。

また、研究成果については、道営住宅団地整備において反映されるほか、市町村の公営住宅を対象とした普及

啓発を目的として、公営住宅団地に福祉施設を併設するねらいや具体的整備イメージ、地域での福祉サービスの連

携方策などを整理したガイドブックとして取りまとめる予定です。 
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